
2025/05/27 16:22:57 / 24180253_日本石油輸送株式会社_招集通知_電子提供措置用

表紙*電子提供措置用*

第108回
定時株主総会
招 集 ご 通 知 ◎お土産はご用意いたしておりません。

　何卒ご理解いただくようお願い申し上げます。

　

開催
日時

　

2025 年 6 月 27 日 (金曜日)
午前10時（受付開始　午前９時）

開催
場所

　

東京都品川区大崎一丁目11番１号
当社会議室
（ゲートシティ大崎ウエストタワー16階）
（末尾に記載の会場ご案内図をご参照ください。）

決議
事項

　

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役11名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 役員賞与支給の件
第５号議案 取締役および監査役の

報酬限度額の改定の件　
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株主各位

証券コード：9074
2 0 2 5年６月５日

株　主　各　位
東京都品川区大崎一丁目11番１号
日 本 石 油 輸 送 株 式 会 社

取締役社長 原　昌一郎

【当社ウェブサイト】
https://www.jot.co.jp

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/9074/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第108回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第108回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブ
サイトに電子提供措置事項を掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスいただ
き、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

上記ウェブサイトにアクセスいただき、「株主・投資家情報」「IRライブラリー」「株主総会」を順
に選択のうえ、ご確認ください。

上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「日本石油輸送」を、または
「コード」に当社証券コード「9074」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選
択のうえ、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

－ 1 －
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株主各位

１．日 時 2025年６月27日（金曜日）午前10時（受付開始　午前９時）
２．場 所 東京都品川区大崎一丁目11番１号

当社会議室（ゲートシティ大崎ウエストタワー16階）
（末尾に記載の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項
報告事項 １．第108期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算

書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第108期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役11名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 役員賞与支給の件
第５号議案 取締役および監査役の報酬限度額の改定の件

４．招集にあたっての決定事項
（１）書面による議決権行使において各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものと

してお取り扱いいたします。
（２）同一の株主様が書面および電磁的方法の双方により重複して議決権を行使された場合は、電磁

的方法による議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

　なお、開催当日のご出席に代えて、書面（郵送）または電磁的方法（インターネット）により
議決権を事前行使することができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参
考書類をご検討のうえ、後記の「議決権行使についてのご案内」に従って、2025年６月26日
（木曜日）午後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

－ 2 －
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株主各位

（３）電磁的方法による議決権行使が複数回行われた場合で、同一の議案に対する議決権行使の内容
が異なる場合には、最後に行われた議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

（４）議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前までに、議決権の不統一行使を
行う旨およびその理由を書面または電磁的方法により当社にご通知ください。

以　上

◎株主総会の運営に変更が生じる場合は、必要に応じインターネット上の当社ウェブサイト（https://www.jot.co.jp）
にてご案内させていただきます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎電子提供措置事項のうち、事業報告の「会社の体制および方針」、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算
書」および「連結注記表」ならびに計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」につきまして
は、法令および当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載し
ておりません。なお、監査役および会計監査人は上記事項を含む監査対象書類を監査しております。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、当該事項を掲載しているインターネット上の各ウェブサイトにおい
て、修正内容を掲載させていただきます。

◎株主総会の決議結果につきましては、株主総会終了後、当社ウェブサイトへ掲載する方法により、お知らせい
たします。

◎お土産はご用意いたしておりません。何卒ご理解いただくようお願い申し上げます。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主様の大切な権利です。
電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使して
くださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで
議決権を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示のうえ、ご返送ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2025年６月27日（金曜日）
午前10時（受付開始　午前９時）

2025年６月26日（木曜日）
午後５時入力完了分まで

2025年６月26日（木曜日）
午後５時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・３・４・５号議案
● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案
● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

・書面による議決権行使において各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
・同一の株主様が書面および電磁的方法（インターネット）の双方により重複して議決権を行使された場合は、電磁的方法による議決権行使を
有効なものとしてお取り扱いいたします。

・電磁的方法による議決権行使が複数回行われた場合で、同一の議案に対する議決権行使の内容が異なる場合には、最後に行われた議決権行使
を有効なものとしてお取り扱いいたします。

－ 4 －
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイ
トへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・‌
「パスワード」を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移でき
ます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン等の操作方法がご不明な場合は、
右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）

－ 5 －
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剰余金の処分の件

株主総会参考書類
（議案および参考事項）
第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

〔期末配当に関する事項〕
　当社は、株主の皆様に対する安定的な配当の継続を利益配分に関する基本方針としております。
この方針のもと、第108期の期末配当につきましては、業績や企業体質の充実強化、今後の成長戦
略に対する投資への配分等を勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

⑴　配当財産の種類
　金銭といたします。

⑵　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株当たり金50円　総額 165,486,150円
　（注）第108期の１株当たりの年間配当は、先に実施いたしました中間配当金50円を含め

まして、金100円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月30日

－ 6 －
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取締役11名選任の件

候補者
番　号 氏　　名 当 社 に お け る

現 在 の 地 位
当 社 に お け る 現 在 の 担 当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 候補者属性 取締役会出席状況

(2024年度)

1 は ら

原
 

　
 

　
 

　
しょう

昌
い ち

一
ろ う

郎
代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 － 再任 男性

　
12/12回　

2 た か

髙
 

　
は し

橋
 

　
ふ み

文
 

　
や

弥
代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員

石油輸送事業部長
近畿石油輸送株式会社代表取締役
社長

再任 男性
　
12/12回　

3 た け

武
 

　
も と

本
 

　
 

　
 

　
おさむ

修 取締役常務執行役員 グループ安全推進部管掌
コンテナ輸送事業部長 再任 男性

　
12/12回　

4 お か

岡
 

　
ざ き

﨑
 

　
も と

基
 

　
た

太 取締役常務執行役員 人事部、経理部、情報システム部管掌
経営企画室長兼人事部長 再任 男性

　
12/12回　

5 え ん

遠
 

　
ど う

藤
 

　
 

　
 

　
ひさし

尚 取 締 役 執 行 役 員 関東支店長 再任 男性
　
12/12回　

6 な る

成
 

　
か わ

川
 

　
りゅう

隆
 

　
す け

介 取 締 役 執 行 役 員 高圧ガス輸送事業部長兼高圧ガス
輸送事業部高圧ガス１部長 再任 男性

　
10/10回　

7 は な

花
 

　
だ

田
 

　
 

　
 

　
まさる

優 取 締 役 執 行 役 員 化成品輸送事業部長兼化成品輸送
事業部化成品１部長兼化成品２部長 再任 男性

　
10/10回

　

8 ま つ

松
 

　
ば ら

原
 

　
む ね

宗
 

　
ひ ろ

宏 執 行 役 員 経理部長兼情報システム部長兼
経営企画室副室長 新任 男性

　
－

9 た

田
お さ

長
ま る

丸
 

　
ま さ

雅
 

　
し

司 取 締 役 株式会社エネックス代表取締役社長 再任 男性
　
12/12回　

10 な が

長
 

　
さ わ

澤
 

　
ひ と

仁
 

　
し

志 －
日本郵船株式会社取締役会長
一般社団法人日本経済団体連合会
副会長

新任 男性

社外取締役

独立役員
　

－

11 や す

安
 

　
お か

岡
 

　
さ だ

定
 

　
こ

子 － 安岡定子事務所代表
（株式会社会輔堂 代表取締役）

新任 女性

社外取締役

独立役員
　

－

第２号議案　取締役11名選任の件
　取締役全員 (11名) が、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役11名の選任を
お願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）成川　隆介氏および花田　優氏の取締役会出席回数は、2024年６月27日開催の第107回定時株主総会に
おいて取締役に選任された後に開催された取締役会を対象としております。

－ 7 －
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取締役11名選任の件

所有する当社の株式数

9,100株
取締役会出席状況
（2024年度）

12/12回　

候補者番号

再 任

男 性
　1 は ら

原
 

　
しょう

昌
 

 
い ち

一
 

 
ろ う

郎 （1962年12月８日生）

　
略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況
    1985年    4 月 当社入社
    2012年    6 月 当社取締役執行役員石油部長
    2013年    4 月 当社取締役執行役員石油部長兼グループ安全推進部長
    2015年    4 月 当社取締役

株式会社エネックス常務取締役
    2015年    6 月 同社代表取締役社長
    2018年    6 月 当社代表取締役社長 社長執行役員（現職）

取締役候補者とした理由
原　昌一郎氏は、長年にわたり当社および当社グループ会社の経営に携わり、2015年６月
から当社グループの中核子会社である株式会社エネックスの代表取締役社長を務めた後、
2018年６月から当社の代表取締役社長を務めております。同氏がこれらの経験や実績を　
生かし、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上およびESG経営の推進に　
向け、経営の意思決定と業務執行の監督を担うことができると判断し、引き続き取締役　　
候補者としました。

　

－ 8 －
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取締役11名選任の件

所有する当社の株式数

2,400株
取締役会出席状況
（2024年度）

12/12回　

候補者番号

再 任

男 性
　2 た か

髙
 

 
は し

橋
 

　
ふ み

文
 

 
や

弥 （1961年12月22日生）

　
略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況
    1985年    4 月 当社入社
    2013年    6 月 当社取締役執行役員関東支店長
    2015年    4 月 当社取締役執行役員石油部長
    2018年    6 月 当社取締役常務執行役員石油部長
    2021年    6 月 当社取締役専務執行役員石油部長
    2021年    7 月 当社取締役専務執行役員石油輸送事業部長兼高圧ガス輸送事業部長兼石油

輸送事業部石油１部長
    2024年    4 月 当社取締役専務執行役員石油輸送事業部長兼高圧ガス輸送事業部長
    2024年    6 月 当社代表取締役専務執行役員石油輸送事業部長兼高圧ガス輸送事業部長

近畿石油輸送株式会社代表取締役社長（現職）
株式会社ニュージェイズ代表取締役社長

    2025年    4 月 当社代表取締役専務執行役員石油輸送事業部長（現職）
［重要な兼職の状況］

近畿石油輸送株式会社代表取締役社長

取締役候補者とした理由
髙橋文弥氏は、長年にわたり当社および当社グループ会社の経営に携わり、2024年６月か
ら当社の代表取締役専務執行役員および当社グループの子会社である近畿石油輸送株式会社
の代表取締役社長を務めております。同氏がこれらの経験や実績を生かし、当社グループの
持続的成長と中長期的な企業価値の向上およびESG経営の推進に向け、経営の意思決定と業
務執行の監督を担うことができると判断し、引き続き取締役候補者としました。

　

－ 9 －
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取締役11名選任の件

所有する当社の株式数

2,100株
取締役会出席状況
（2024年度）

12/12回　

候補者番号

再 任

男 性
　3 た け

武
 

 
 

 
も と

本
 

　
 

　
おさむ

修 （1960年４月６日生）

　
略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況
    1984年    4 月 日本石油株式会社（現ENEOS株式会社）入社
    2014年    6 月 同社北海道支店長
    2016年    4 月 同社執行役員広報部長
    2017年    4 月 当社執行役員
    2017年    6 月 当社取締役執行役員
    2018年    6 月 当社取締役常務執行役員
    2021年    7 月 当社取締役常務執行役員化成品・コンテナ輸送事業部長
    2025年    4 月 当社取締役常務執行役員コンテナ輸送事業部長（現職）

［当社における現在の担当］
グループ安全推進部管掌

取締役候補者とした理由
武本　修氏は、ENEOS株式会社において、主に石油製品の販売事業の運営に携わり、
同分野において豊富な経験と実績を有しております。また、2017年から当社の執行役員
および取締役として、主に化成品輸送事業およびコンテナ輸送事業の運営に携わっており
ます。同氏がこれらの経験や実績を生かし、当社グループの持続的成長と中長期的な企業
価値の向上およびESG経営の推進に向け、経営の意思決定と業務執行の監督を担うことがで
きると判断し、引き続き取締役候補者としました。

　

－ 10 －
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取締役11名選任の件

所有する当社の株式数

1,700株
取締役会出席状況
（2024年度）

12/12回　

候補者番号

再 任

男 性
　4 お か

岡
 

 
ざ き

﨑
 

　
も と

基
 

 
た

太 （1965年11月18日生）

　
略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況
    1988年    4 月 当社入社
    2015年    6 月 当社執行役員経理部長兼情報システム部長
    2016年    6 月 当社取締役執行役員人事部長、経理部長兼情報システム部長
    2018年    4 月 当社取締役執行役員人事部長兼経理部長
    2019年    6 月 当社取締役執行役員人事部長、経理部長兼情報システム部長
    2020年    4 月 当社取締役執行役員人事部長兼情報システム部長
    2021年    4 月 当社取締役執行役員経営企画室長兼人事部長
    2023年    6 月 当社取締役常務執行役員経営企画室長兼人事部長（現職）

［当社における現在の担当］
人事部、経理部、情報システム部管掌

取締役候補者とした理由
岡﨑基太氏は、長年にわたり当社の執行役員および取締役として、主に人事、経理、情報
システムの分野を担当し、豊富な経験と実績を有しております。同氏がこれらの経験や実績
を生かし、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上およびESG経営の推進に
向け、経営の意思決定と業務執行の監督を担うことができると判断し、引き続き取締役候補
者としました。

　

－ 11 －
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取締役11名選任の件

所有する当社の株式数

1,000株
取締役会出席状況
（2024年度）

12/12回
　

候補者番号

再 任

男 性
　5 え ん

遠
 

 
 

 
ど う

藤
 

　
 

　
ひさし

尚 （1970年５月３日生）

　
略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況
    1993年    4 月 当社入社
    2015年    4 月 当社海外事業部長
    2021年    6 月 当社化成品部長兼海外事業部長
    2021年    7 月 当社化成品・コンテナ輸送事業部化成品１部長兼化成品２部長
    2022年    4 月 当社化成品・コンテナ輸送事業部化成品１部長
    2022年    6 月 当社執行役員化成品・コンテナ輸送事業部化成品１部長
    2023年    6 月 当社取締役執行役員化成品・コンテナ輸送事業部化成品１部長
    2024年    4 月 当社取締役執行役員関東支店長（現職）

取締役候補者とした理由
遠藤　尚氏は、主に当社の石油輸送事業および化成品輸送事業の運営に携わり、同分野に
おいて豊富な経験と実績を有しております。同氏がこれらの経験や実績を生かし、当社
グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上およびESG経営の推進に向け、経営の
意思決定と業務執行の監督を担うことができると判断し、引き続き取締役候補者としま
した。

　

－ 12 －
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取締役11名選任の件

所有する当社の株式数

700株
取締役会出席状況
（2024年度）

10/10回
　

候補者番号

再 任

男 性
　6 な る

成
 

 
か わ

川
 

　
りゅう

隆
 

 
す け

介 （1973年４月15日生）

　
略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況
    1998年    4 月 当社入社
    2017年    4 月 当社東北支店長
    2020年    4 月 当社LNG部長
    2021年    7 月 当社高圧ガス輸送事業部高圧ガス１部長
    2023年    6 月 当社執行役員高圧ガス輸送事業部高圧ガス１部長
    2024年    6 月 当社取締役執行役員高圧ガス輸送事業部高圧ガス１部長
    2025年    4 月 当社取締役執行役員高圧ガス輸送事業部長兼高圧ガス輸送事業部高圧ガス１

部長（現職）

取締役候補者とした理由
成川隆介氏は、主に当社の高圧ガス輸送事業の運営に携わり、同分野において豊富な経験と
実績を有しております。同氏がこれらの経験や実績を生かし、当社グループの持続的成長と
中長期的な企業価値の向上およびESG経営の推進に向け、経営の意思決定と業務執行の監督
を担うことができると判断し、引き続き取締役候補者としました。

　

－ 13 －
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取締役11名選任の件

所有する当社の株式数

700株
取締役会出席状況
（2024年度）

10/10回
　

候補者番号

再 任

男 性
　7 は な

花
 

 
 

 
だ

田
 

　
 

　
まさる

優 （1974年８月21日生）

　
略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況
    1998年    4 月 当社入社
    2018年    1 月 当社シンガポール支店長
    2022年    4 月 当社化成品・コンテナ輸送事業部化成品２部長
    2023年    6 月 当社執行役員化成品・コンテナ輸送事業部化成品２部長
    2024年    4 月 当社執行役員化成品・コンテナ輸送事業部化成品１部長兼化成品２部長
    2024年    6 月 当社取締役執行役員化成品・コンテナ輸送事業部化成品１部長兼化成品２部長
    2025年    4 月 当社取締役執行役員化成品輸送事業部長兼化成品輸送事業部化成品１部長兼

化成品２部長（現職）

取締役候補者とした理由
花田　優氏は、主に当社の化成品輸送事業の運営に携わり、同分野において豊富な経験と
実績を有しております。同氏がこれらの経験や実績を生かし、当社グループの持続的成長と
中長期的な企業価値の向上およびESG経営の推進に向け、経営の意思決定と業務執行の監督
を担うことができると判断し、引き続き取締役候補者としました。

　

－ 14 －
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取締役11名選任の件

所有する当社の株式数

1,000株
　

候補者番号

新 任

男 性
　8 ま つ

松
 

 
ば ら

原
 

　
む ね

宗
 

 
ひ ろ

宏 （1971年２月18日生）

　
略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況
    1994年    4 月 当社入社
    2015年    4 月 当社経理部副部長
    2020年    4 月 当社経理部長
    2022年    7 月 当社経理部長兼経営企画室副室長
    2024年    6 月 当社執行役員経理部長兼情報システム部長兼経営企画室副室長（現職）

取締役候補者とした理由
松原宗宏氏は、主に当社の経理、情報システムの分野を担当し、同分野において豊富な経験
と実績を有しております。同氏がこれらの経験や実績を生かし、当社グループの持続的成長
と中長期的な企業価値の向上およびESG経営の推進に向け、経営の意思決定と業務執行の監
督を担うことができると判断し、新たに取締役候補者としました。

　

－ 15 －
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取締役11名選任の件

所有する当社の株式数

2,300株
取締役会出席状況
（2024年度）

12/12回　

候補者番号

再 任

男 性
　9 た

田
お さ

長
ま る

丸
 

 
ま さ

雅
 

 
し

司 （1963年９月24日生）

　
略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況
    1986年    4 月 当社入社
    2012年    4 月 当社執行役員LNG部長
    2014年    6 月 当社取締役執行役員化成品部長
    2018年    6 月 当社取締役常務執行役員化成品部長
    2021年    6 月 当社取締役（現職）

株式会社エネックス代表取締役社長（現職）
［重要な兼職の状況］

株式会社エネックス代表取締役社長

取締役候補者とした理由
田長丸雅司氏は、長年にわたり当社の執行役員および取締役として、主に高圧ガス輸送事業
および化成品輸送事業の運営に携わり、2021年６月から当社グループの中核子会社である
株式会社エネックスの代表取締役社長を務めております。同氏がこれらの経験や実績を生か
し、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上およびESG経営の推進に向け、
経営の意思決定と業務執行の監督を担うことができると判断し、引き続き取締役候補者とし
ました。

　

－ 16 －
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取締役11名選任の件

所有する当社の株式数

1,000株
　

候補者番号 新 任
男 性

社外取締役
独立役員　

10 な が

長
 

 
さ わ

澤
 

　
ひ と

仁
 

 
し

志 （1958年１月22日生）

　
略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況
    1980年    4 月 日本郵船株式会社入社
    2007年    4 月 同社経営委員
    2009年    4 月 同社常務経営委員
    2011年    6 月 同社取締役・常務経営委員
    2013年    4 月 同社代表取締役・専務経営委員
    2018年    4 月 同社代表取締役・副社長経営委員
    2019年    6 月 同社代表取締役社長・社長経営委員
    2020年    6 月 同社代表取締役社長・社長執行役員
    2023年    4 月 同社取締役会長（現職）
    2024年    5 月 一般社団法人日本経済団体連合会副会長（現職）

［重要な兼職の状況］
日本郵船株式会社取締役会長
一般社団法人日本経済団体連合会副会長

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
長澤仁志氏は、日本郵船株式会社代表取締役社長や取締役会長を歴任し、また日本経済団体
連合会副会長等を務める等、企業経営および国内外の物流事業分野において豊富な経験と実
績を有しております。同氏がこれらの経験や実績を生かし、併せて独立した客観的な観点か
ら、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上およびESG経営の推進に向けた
経営の意思決定と業務執行の監督を担い、社外取締役としての役割を果たすことが期待でき
ると判断し、新たに社外取締役候補者としました。

　

－ 17 －
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取締役11名選任の件

所有する当社の株式数

0株
　

候補者番号
新 任
女 性

社外取締役
独立役員　

11 や す

安
 

 
お か

岡
 

　
さ だ

定
 

 
こ

子 （1960年12月２日生）

　
略歴、当社における地位、担当および重要な兼職の状況
    2005年    1 月 無量山 傳通院こども論語塾（現無量山 傳通院寺子屋論語塾）講師（現職）
    2007年    8 月 聖学院中学校・高等学校国語科講師
    2008年    10月 銀座・寺子屋こども論語塾代表
    2009年    4 月 淑徳SC中等部・高等部（現小石川淑徳学園中学校・高等学校）論語講師
    2013年    11月 安岡定子事務所代表（株式会社会輔堂 代表取締役）（現職）
    2015年    6 月 日本通運株式会社社外取締役
    2020年    10月 公益財団法人郷学研修所・安岡正篤記念館理事長（現職）
    2022年    1 月 NIPPON EXPRESSホールディングス株式会社社外取締役

［重要な兼職の状況］
安岡定子事務所代表（株式会社会輔堂 代表取締役）

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
安岡定子氏は、主に論語の研究や普及活動を通じ、企業のみならず幅広い年代の方々への教
育活動、人材育成活動を行っております。その深い教養と豊富な経験、実績を生かし、併せ
て独立した客観的な観点から、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上およ
びESG経営の推進に向けた経営の意思決定と業務執行の監督を担い、社外取締役としての役
割を果たすことが期待できると判断し、新たに社外取締役候補者としました。

　

－ 18 －
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取締役11名選任の件

（注）⒈　各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
⒉　長澤仁志氏および安岡定子氏は、社外取締役候補者であります。
⒊　安岡定子氏は、過去10年間に当社の主要な取引先である日本通運株式会社の社外取締役に就任して

おりましたが、現在は退任しております。
⒋　当社は、長澤仁志氏および安岡定子氏の選任が承認可決された場合、両氏を東京証券取引所の上場規

則に定める独立役員として、同取引所に対し届出を行う予定であります。
⒌　当社は、長澤仁志氏および安岡定子氏の選任が承認可決された場合、両氏との間で、両氏がその職務

を行うにつき、善意であり、かつ重大な過失がないときは、社外取締役の会社に対する会社法第423
条第１項の責任について、会社法第425条第１項に定める額（当該社外取締役の報酬等の２年分に相
当する額）を限度とする旨の契約（責任限定契約）を締結する予定であります。

⒍　当社は、保険会社との間で、当社の取締役および監査役を被保険者とする、会社法第430条の３
第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。
当該契約では、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことや当該責任の追及に係る請求を受け
ることによって生ずることのある損害および争訟費用等が保険会社により填補（被保険者が法令違反
行為であることを認識して行った行為の場合等を除く）されることとなり、保険料は全額を当社にて
負担しております。また、当該契約では、填補する額について限度額を設けることにより、職務の
執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。
なお、各候補者が取締役に選任された場合、当該契約の被保険者となります。また、当該契約は次回
更新時（2025年７月）におきまして、契約内容を一部見直した上での更新を予定しております。
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監査役１名選任の件

所有する当社の株式数

800株
　

新 任

男 性
　

せ き

関
 

 
ね

根
 

　
え い

栄
 

 
じ

司 （1968年７月12日生）
　
略歴、当社における地位および重要な兼職の状況
    1991年    4 月 当社入社
    2015年    4 月 当社コンテナ部長
    2020年    4 月 当社北海道支店長
    2023年    4 月 当社内部監査室副室長
    2023年    7 月 当社内部監査室長
    2024年    6 月 当社総務部（監査役付）
    2025年    4 月 当社内部監査室長兼総務部（監査役付）（現職）

監査役候補者とした理由
関根栄司氏は、主に当社の営業部門、監査部門に携わり、幅広い分野において豊富な経験と
実績を有しております。同氏がこれらの経験や実績を生かし、取締役による経営の意思決定
と業務執行に関し、適切な監査を担い、当社のコーポレート・ガバナンス体制を充実させる
ことができると判断し、新たに監査役候補者としました。

　

第３号議案　監査役１名選任の件
　監査役 高野　潤氏は、本総会終結の時をもって辞任により退任いたしますので、その補欠とし
て監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、補欠選任された監査役の任期は、当社定款の定めにより、前任者の任期が満了する2028
年６月開催予定の第111回定時株主総会終結の時までとなります。
　また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）⒈　候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.　当社は、保険会社との間で、当社の取締役および監査役を被保険者とする、会社法第430条の３第１

項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。
当該契約では、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことや当該責任の追及に係る請求を受け
ることによって生ずることのある損害および争訟費用等が保険会社により填補（被保険者が法令違反
行為であることを認識して行った行為の場合等を除く）されることとなり、保険料は全額を当社にて
負担しております。また、当該契約では、填補する額について限度額を設けることにより、職務の
執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。
なお、候補者が監査役に選任された場合、当該契約の被保険者となります。また、当該契約は次回更
新時（2025年７月）におきまして、契約内容を一部見直した上での更新を予定しております。
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監査役１名選任の件

氏　　名 当社における
地位

ス　キ　ル　項　目

企業
経営

財務・
会計

人事・
労務・

人材開発

法務・
コンプラ
イアンス

グロー
バル IT・DX ESG

営業
(安全、品質

を含む)

はら

原
　

　
　

　
 

　
しょう

昌
いち

一
ろう

郎
代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 ● ● ●

たか

髙
 

　
はし

橋
 

　
ふみ

文
 

　
や

弥
代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 ● ● ●

たけ

武
 

　
もと

本
 

　
 

　
 

　
おさむ

修 取締役専務執行役員 ● ●
おか

岡
 

　
ざき

﨑
 

　
もと

基
 

　
 た 

太 取締役常務執行役員 ● ● ● ● ●
えん

遠
 

　
どう

藤
 

　
 

　
 

　
ひさし

尚 取 締 役 執 行 役 員 ●
なる

成
　　

　
かわ

川   
りゅう

 隆    
すけ

介 取 締 役 執 行 役 員 ● ●
はな

花
 

　
だ

田
 

　
 

　
 

　
まさる

優 取 締 役 執 行 役 員 ● ●
まつ

松
 

　
ばら

原
 

　
むね

宗
 

　
ひろ

宏 取 締 役 執 行 役 員 ● ●
た

田
おさ

長
まる

丸
　　

　
まさ

雅
　　

　
 し 

司 取 締 役 ● ● ●
なが

長
 

　
さわ

澤
 

　
ひと

仁
 

　
し

志 社 外 取 締 役 ● ● ●
やす

安
 

　
おか

岡
 

　
さだ

定
 

　
こ

子 社 外 取 締 役 ● ●
せき

関
 

　
ね

根
 

　
えい

栄
 

　
じ

司 常 勤 監 査 役 ● ●
つじ

辻󠄀
　　

　
　　

　
　　

　
ゆき

幸
　　

　
のり

則 監 査 役 ● ●
さ

佐
 

　
の

野
 

　
 

　
 

　
ゆたか

裕 社 外 監 査 役 ●
さい

齊
　　

　
とう

藤
　　

　
たか

貴
　　

　
かず

一 社 外 監 査 役 ●

（ご参考）本総会後の当社取締役および監査役のスキル・マトリックス（予定）

（注）上記は、各取締役および監査役に特に期待するスキルを表しており、各取締役および監査役の有する全て
のスキルを表すものではありません。
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監査役１名選任の件

スキル項目 選　定　理　由

企業経営 企業経営を管理・監督するのが取締役会の重要な役割であり、必要なスキル
である。

財務・会計 財務戦略の立案・実行や企業会計の分析、また不正会計の防止等、企業
経営、監督の両面から必要なスキルである。

人事・労務・人材開発 人材の確保、開発、活用や労務管理等は、企業の持続的成長のために必要な
スキルである。

法務・コンプライアンス
ステークホルダーに信頼され、持続的成長を遂げるためのベースとして、
法令遵守を基礎とした企業倫理の確立と実践、リスク管理は必要なスキルで
ある。

グローバル 日本のみならず、世界に向けて事業拡大を進める観点から、必要なスキルで
ある。

IT・DX データやデジタル技術を活用し、業務プロセスの改善や改革、生産性向上
を進める観点から、必要なスキルである。

ESG 企業の社会的責任を果たし、持続可能な社会を目指すにあたり、ESG
（環境、社会、ガバナンス）経営推進の観点から、必要なスキルである。

営業
（安全、品質を含む）

営利団体である株式会社として、収益確保や事業拡大、そのための調査、
施策立案等、営業・マーケティングに関するスキルが必要であり、また輸送
事業を営む当社グループにおいては、安全の徹底と質の高いサービスの提供
のために必要なスキルである。

スキル・マトリックス項目の選定理由
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役員賞与支給の件、取締役および監査役の報酬限度額の改定の件

第４号議案　役員賞与支給の件
　当期の業績等を総合的に勘案し、当期末に在籍していた取締役11名に対し総額62,890千円
（内社外取締役２名に対し8,600千円）、同監査役４名に対し総額13,300千円の役員賞与を支給
いたしたいと存じます。なお、各取締役および各監査役に対する金額は、取締役については取締役
会に、監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。
　取締役に対する役員賞与の支給は、事業報告（37頁）に記載の取締役会において決定した取締
役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に沿うものであることから、相当であると考えており
ます。

第５号議案　取締役および監査役の報酬限度額の改定の件
　当社の取締役および監査役の報酬等は、毎月支給する定額報酬および株主総会の決議に基づいて
支給する賞与により構成しておりますが、このうち毎月支給する定額報酬の額は、2007年６月
28日開催の第90回定時株主総会において、取締役の報酬額を年額18,000万円以内（使用人兼務取
締役の使用人分の給与は含まない。）、監査役の報酬額を年額4,000万円以内とご承認いただき、
今日に至っております。
　今般、社外取締役および監査役に対する報酬については、職務執行の監督・監査を担う職責に
鑑み、毎月支給する定額報酬のみで構成する方式に改めたいと存じます。また、前回の改定から
18年が経過し、経済情勢が大きく変動したことや、経営環境の変化に伴い、取締役および監査役
の責務や期待される役割が今後さらに増大していくと考えられること等を考慮し、取締役の報酬額
を年額23,000万円以内（内社外取締役分3,000万円以内）、監査役の報酬額を年額6,000万円以
内に改定いたしたいと存じます。また、取締役の報酬額には、従来どおり使用人兼務取締役の
使用人分の給与を含まないものといたしたいと存じます。
　本議案は、当社の事業規模、役員報酬体系やその支給水準、役員の員数および今後の動向等
を総合的に勘案しつつ、取締役会において決定しており、相当であると考えております。また、
本総会終了後開催の取締役会におきまして、本議案の内容に即し、取締役の個人別の報酬等の内容
に係る決定方針の変更を予定しております。
　なお、現在の取締役は11名（内社外取締役２名）、監査役は４名でありますが、第２号議案お
よび第３号議案を原案どおりご承認いただいた場合、引き続き取締役の員数は11名（内社外取締
役２名）、監査役の員数は４名となります。
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役員賞与支給の件、取締役および監査役の報酬限度額の改定の件

（ご参考）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（変更案）

　当社の取締役の報酬等は、毎月支給する定額報酬および株主総会の決議に基づいて支給する賞与
により構成する。
　定額報酬については、月例の固定報酬とし、定時株主総会において決議した報酬総額の範囲内に
て、地位・担当業務、在任年数に加え、他社水準、会社業績、従業員給与の水準、会社経営への
貢献度等を総合的に勘案して決定する。
　賞与については、当該事業年度の会社業績および会社経営への貢献度等を総合的に勘案して決定
し、株主総会の決議に基づき、社外取締役を除く各取締役に年１回支給する。

　個人別の報酬等の額の決定については、取締役会決議に基づき、代表取締役会長または代表取締
役社長がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、地位・担当業務等に
よって定めた初任基準額に、会社業績、会社経営への貢献度および在任年数等をベースに定めた
基準に基づき、各取締役の定額報酬の額を決定する。
　賞与については、月額報酬の一定の月率を基準額とし、会社業績に応じてその率を加減算して
決定する。
　これらの決定にあたっては、権限の行使をより適切なものとすべく、事前に他の代表取締役
または他の取締役との協議を経ることで内容の適正性を確認する。

以　上
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事業の経過およびその成果、対処すべき課題

（ 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで ）

事　　業　　報　　告

Ⅰ．当社グループの現況に関する事項
１．事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、引き続き緩やかな回復傾向にありますが、為替相場
の急激な変動や物価高騰に加え、海外経済の下振れリスクの影響等もあり、先行きは不透明な
状況で推移いたしました。

当社グループの事業環境につきましても、エネルギー価格や原材料価格の高騰に加え、物流
業界の2024年問題による乗務員不足が懸念されるなど、厳しい状況が続きました。

このような状況のもと、当社グループは、新たな中期経営計画（2024年度～2026年度）の
もとで、安全・安定輸送を継続しつつ、石油、国内化成品、コンテナ輸送等の基盤事業における
収益の維持・向上や、ＬＮＧ、海外化成品輸送等の成長事業における規模拡大に向けた諸施策
に取り組みました。

この結果、当連結会計年度における売上高は37,090百万円（前年同期比6.0％増）となりまし
たが、人件費や修繕費等の経費の増加により、営業利益は1,554百万円（同0.5％減）、経常
利益は1,757百万円（同1.7％減）となりました。一方、親会社株主に帰属する当期純利益
は、投資有価証券の売却益により1,262百万円（同9.4％増）となりました。

セグメント別の概況は、次のとおりであります。

（石油輸送事業）
鉄道輸送における出荷地変更の影響等による輸送数量の増加に加え、鉄道輸送および自動車

輸送における主要顧客の運賃改定等により、売上高は17,568百万円（前年同期比8.0％増）、
セグメント利益は1,095百万円（同50.6％増）となりました。

（高圧ガス輸送事業）
運賃改定の進捗やＬＮＧ輸送における需要増により、売上高は9,365百万円（前年同期比

4.4％増）となりました。一方、利益面においては人件費や投資に伴う経費の増加等により、
60百万円のセグメント損失（前年同期は140百万円のセグメント利益）となりました。
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事業の経過およびその成果、対処すべき課題

（化成品・コンテナ輸送事業）
化成品輸送においては、新規顧客の開拓や幅広い需要に着目した積極的な営業活動を展開し、

売上高は増加いたしました。
コンテナ輸送においては、輸送障害の影響があったものの、使用料適正化への取り組み等を

進めた結果、売上高は増加いたしました。
この結果、当事業における売上高は9,615百万円（前年同期比4.9％増）となりましたが、

成長投資に伴う償却費の増加等により、セグメント利益は238百万円（同34.1％減）となりま
した。

（資産運用事業）
太陽光発電事業は順調に推移いたしましたが、不動産事業における前年の物件売却の反動に

より、売上高は541百万円（前年同期比7.0％減）、セグメント利益は280百万円（同15.6％
減）となりました。

２．対処すべき課題
今後のわが国経済は、緩やかな回復が期待される一方、諸物価の高騰に加え、アメリカの関税

政策等の影響による世界経済の下振れリスクや為替相場の急激な変動も懸念され、先行き不透明
な状況が続くものと思われます。

当社グループの事業環境につきましても、原材料価格の高騰や、乗務員の高齢化等を背景と
した人手不足の深刻化など、今後も厳しい状況が続くものと予想されます。

中期経営計画１年目となる2024年度は、目標達成に向け計画どおりに進捗いたしましたが、
引き続き変化する環境に対応し、基盤事業および成長事業における基本方針・事業計画に沿った
諸施策を進めるとともに、適正な運賃・料金の収受へ向けた対応にも注力いたします。さらに、
将来の脱炭素社会に向けた新エネルギー輸送の研究、実践等も継続してまいります。

また、事業活動を支えるＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）経営に努め、安全・安定輸送への
不断の取り組みや、持続的成長に向けた人材戦略・労働生産性の向上、雇用環境の改善による
乗務員の確保にも尽力してまいります。

株主の皆様には、今後とも変わらぬご支援ご協力を賜りますようお願い申し上げます。
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設備投資および資金調達の状況

（石油輸送事業）
自動車（ローリー等）・・・・・・・・・ 52台

（高圧ガス輸送事業）
自動車（ローリー等）・・・・・・・・・ 69台
自動車営業所建物・設備（富山県射水市）

（化成品・コンテナ輸送事業）
化成品コンテナ・・・・・・・・・・・・ 197個
冷蔵等コンテナ・・・・・・・・・・・・ 422個
自動車（ローリー等）・・・・・・・・・ 3台

３．設備投資および資金調達の状況
　当連結会計年度中における設備投資の総額は、52億円であり、その主なものは、次のとおり
であります。

　なお、上記の所要資金は、自己資金、借入金およびリースによって調達いたしました。
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財産および損益の状況の推移

区　　分 第105期
2021年度

第106期
2022年度

第107期
2023年度

第108期
2024年度

（当連結会計年度）
売 上 高（百万円） 34,262 35,219 34,985 37,090
経 常 利 益（百万円） 1,630 1,794 1,788 1,757
親会社株主に帰属
する当期純利益（百万円） 1,088 1,227 1,154 1,262

１ 株当たり当期純利益 329円19銭 371円20銭 348円91銭 381円86銭
総 資 産（百万円） 35,649 36,803 41,089 43,279
純 資 産（百万円) 21,406 22,589 25,006 25,947

４．財産および損益の状況の推移

（注）第107期から、不動産賃貸に係る損益のうち、一部連結子会社所管分について、営業外損益に表示する
方法から売上高および売上原価に表示する方法に変更し、またコンテナの処分益につき、一部を除き販売
金額を売上高に、商品払出金額を売上原価に計上する方法に会計方針を変更しております。なお、第106期
に係る売上高については、これらの変更を遡って適用した組替え後の数値を記載しております。

－ 28 －



2025/05/27 16:22:57 / 24180253_日本石油輸送株式会社_招集通知_電子提供措置用

重要な子会社の状況等、主要な事業内容

会 社 名 資 本 金
（百万円）

当社の議決権
比率（％） 主要な事業内容

株 式 会 社 エ ネ ッ ク ス 100 100 石油製品・高圧ガス等の貨物自動車輸送、
油槽所等の基地運営業務、不動産賃貸事業

近 畿 石 油 輸 送 株 式 会 社 75 100 石油製品・高圧ガス等の貨物自動車輸送

株式会社ニュージェイズ 48 100 石油化学製品・高圧ガス等の貨物自動車輸送、
自動車整備事業

株 式 会 社 Ｊ Ｋ ト ラ ン ス 100 100 石油製品・石油化学製品等の貨物自動車輸送

５．重要な子会社の状況等（2025年３月31日現在）
⑴　重要な子会社の状況

（注）株式会社ニュージェイズは、2025年４月１日付で株式会社エネックスを存続会社として同社と合併し、
消滅しております。

⑵　その他
　ENEOSホールディングス株式会社は、当社の株式を964,493株（議決権比率29.29％）
所有しており、当社は同社の持分法適用関連会社であります。当社は同社の子会社である
ENEOS株式会社から、石油製品の鉄道タンク車・タンクローリー輸送等の委託を受けており
ます。

セグメントの名称 主 要 な 事 業 内 容

石 油 輸 送 事 業 石油製品（ガソリン・灯油等）の鉄道タンク車輸送・貨物自動車輸送

高 圧 ガ ス 輸 送 事 業 高圧ガス（LNG等）の貨物自動車輸送

化 成 品 ・ コ ン テ ナ 輸 送 事 業
石油化学製品等の鉄道コンテナ輸送・貨物自動車輸送ならびに国内
および国際複合一貫輸送、各種コンテナのリース、鉄道用冷蔵・
冷凍コンテナ等のレンタル・リースおよび中古コンテナの販売

資 産 運 用 事 業 不動産賃貸事業および太陽光発電事業

６．主要な事業内容（2025年３月31日現在）
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主要な事業所

名　称 所在地または事業所名およびその所在地

本　社 東京都品川区大崎一丁目11番１号

支　店
北海道支店（札幌市）、東北支店（仙台市）、関東支店（川崎市）、
中部支店（名古屋市）、関西支店（大阪市）、九州支店（福岡市）、
シンガポール支店（シンガポール共和国）

会 社 名 所 在 地

株式会社エネックス 本　社 東 京 都 品 川 区

近畿石油輸送株式会社 本　社 三 重 県 四 日 市 市

株式会社ニュージェイズ 本　社 三 重 県 四 日 市 市

株式会社ＪＫトランス 本　社 川 崎 市

７．主要な事業所（2025年３月31日現在）
⑴　当社

⑵　子会社

（注）株式会社ニュージェイズは、2025年４月１日付で株式会社エネックスを存続会社として同社と合併し、
消滅しております。
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従業員の状況、主要な借入先

セグメントの名称 従業員数 前連結会計年度末比増減

石 油 輸 送 事 業

1,570名 29名増
高 圧 ガ ス 輸 送 事 業

化成品・コンテナ輸送事業

資 産 運 用 事 業

全 社 （ 共 通 ） 33名 3名増

合 計 1,603名 32名増

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

158名 1名増 40.7歳 15.4年

８．従業員の状況（2025年３月31日現在）
⑴　当社グループの従業員の状況

（注）1.　従業員数は就業人員であります。
2.　当社グループは、同一の従業員が重複するセグメントに従事しております。

⑵　当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であります。

借 入 先 借 入 金 残 高 （ 百 万 円 ）

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 60

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 50

９．主要な借入先（2025年３月31日現在）
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

１．発行可能株式総数 6,000,000株
２．発行済株式の総数 3,322,935株（自己株式13,212株を含む）
３．株主数 3,214名
４．大株主

株 主 名 持株数（株） 持株比率（％）

Ｅ Ｎ Ｅ Ｏ Ｓ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 964,493 29.14

光 通 信 株 式 会 社 247,400 7.47

株 式 会 社 U H 　 P a r t n e r s 　 ２ 247,100 7.47

日 本 石 油 輸 送 グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 82,900 2.50

日 本 車 輌 製 造 株 式 会 社 66,943 2.02

小　野　寺　　毅 61,500 1.86

株 式 会 社 U H 　 P a r t n e r s 　 ３ 50,800 1.53

西　　將　弘 46,000 1.39

ﾃﾞｲｴﾌｴｲ ｱｲｴﾇﾃｨｰｴﾙ ｽﾓｰﾙ ｷｬｯﾌﾟ ﾊﾞﾘｭｰ ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 40,221 1.22

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 38,100 1.15

Ⅱ．会社の株式に関する事項（2025年３月31日現在）

（注）持株比率は、自己株式（13,212株）を控除して計算しております。

Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項（2025年３月31日現在）
　該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 原 　 　 　 昌 一 郎 グループ安全推進部管掌

代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 髙 　 橋 　 文 　 弥

石油輸送事業部長兼高圧ガス輸送事業部長
近畿石油輸送株式会社代表取締役社長
株式会社ニュージェイズ代表取締役社長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 武 　 本 　 　 　 修 化成品・コンテナ輸送事業部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 岡 　 﨑 　 基 　 太 人事部、経理部、情報システム部管掌

経営企画室長兼人事部長
取 締 役
常 務 執 行 役 員 松 　 井 　 克 　 浩 総務部、資産運用部管掌

総務部長兼資産運用部長
取 締 役
執 行 役 員 遠 　 藤 　 　 　 尚 関東支店長

取 締 役
執 行 役 員 成 　 川 　 隆 　 介 高圧ガス輸送事業部高圧ガス１部長

取 締 役
執 行 役 員 花 　 田 　 　 　 優 化成品・コンテナ輸送事業部化成品１部長兼化成品

２部長
取 締 役 田 長 丸 　 雅 　 司 株式会社エネックス代表取締役社長

社 外 取 締 役 草 　 刈 　 隆 　 郎

社 外 取 締 役 坂 之 上 　 洋 　 子
経営ストラテジスト、著作業
合同会社ＤＭＭ. com最高コーポレート責任者兼最高
人事責任者
一般社団法人42Tokyo理事長

常 勤 監 査 役 高 　 野 　 　 　 潤

監 査 役 辻 　 　 　 幸 　 則

社 外 監 査 役 佐 　 野 　 　 　 裕 佐野公認会計士事務所公認会計士

社 外 監 査 役 齊 　 藤 　 貴 　 一 卓照綜合法律事務所弁護士

Ⅳ．会社役員に関する事項
１．取締役および監査役の氏名等（2025年３月31日現在）

（注）1.　2024年６月27日開催の第107回定時株主総会終結の時をもって、取締役 栗本　透氏は任期満了に
より退任いたしました。
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会社役員に関する事項

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 原 　 　 　 昌 一 郎

代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 髙 　 橋 　 文 　 弥 石油輸送事業部長

近畿石油輸送株式会社代表取締役社長
取 締 役
常 務 執 行 役 員 武 　 本 　 　 　 修 グループ安全推進部管掌

コンテナ輸送事業部長
取 締 役
執 行 役 員 成 　 川 　 隆 　 介 高圧ガス輸送事業部長兼高圧ガス輸送事業部高圧ガス

１部長
取 締 役
執 行 役 員 花 　 田 　 　 　 優 化成品輸送事業部長兼化成品輸送事業部化成品１部長

兼化成品２部長

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

執 行 役 員 竹 本 明 彦

執 行 役 員 松 原 宗 宏 経理部長兼情報システム部長兼経営企画室副室長

2.　2024年６月27日開催の第107回定時株主総会において、成川隆介氏および花田　優氏は新たに取締
役に選任され就任いたしました。

3.　当社は、社外取締役 草刈隆郎氏および坂之上洋子氏ならびに社外監査役 佐野　裕氏について、一般
株主と利益相反の生じるおそれがなく、高い独立性を有しているものと判断し、東京証券取引所の
上場規則に定める独立役員として、同取引所に対し届出を行っております。

4.　監査役のうち佐野　裕氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

5.　2025年４月１日付にて、取締役の担当等が次のとおり変更となりました。

（注）髙橋文弥氏は、株式会社ニュージェイズの代表取締役社長を兼職しておりましたが、同社は2025年４月
１日付で株式会社エネックスと合併し、消滅したため、退任しております。

（ご参考）
　当社は、執行役員制度を導入しており、執行役員（取締役兼務者を除く）は、次のとおり
であります。

（2025年４月１日現在）
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会社役員に関する事項

２．責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項および定款第27条の規定により、社外取締役２名との間で、
社外取締役の会社に対する会社法第423条第１項に定める損害賠償責任を限定する旨の契約
（責任限定契約）を締結しており、社外取締役がその職務を行うにつき善意であり、かつ重大な
過失がないときは、その責任については会社法第425条第１項に定める額（当該社外取締役の
報酬等の２年分に相当する額）を限度とすることとしています。
　また当社は、会社法第427条第１項および定款第37条の規定により、社外監査役２名との
間で、社外監査役の会社に対する会社法第423条第１項に定める損害賠償責任を限定する旨の
契約（責任限定契約）を締結しており、社外監査役がその職務を行うにつき善意であり、かつ
重大な過失がないときは、その責任については会社法第425条第１項に定める額（当該社外監査
役の報酬等の２年分に相当する額）を限度とすることとしています。

３．役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、保険会社との間で、当社の取締役および監査役を被保険者とする、会社法第430条の

３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。
当該契約では、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことや当該責任の追及に係る請求

を受けることによって生ずることのある損害および争訟費用等が保険会社により填補（被保険者
が法令違反行為であることを認識して行った行為の場合等を除く）されることとなり、保険料は
全額を当社にて負担しております。また、当該契約では、填補する額について限度額を設ける
ことにより、職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。

なお、当該契約は次回更新時（2025年７月）におきまして、契約内容を一部見直した上での
更新を予定しております。
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会社役員に関する事項

区　分
定 額 報 酬 賞 与 合 計

支給人員 支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員 支 給 額

取 締 役
（内社外役員）

12名
（2名）

158百万円
（20百万円）

11名
（2名）

62百万円
（8百万円）

12名
（2名）

221百万円
（29百万円）

監 査 役
（内社外役員）

4名
（2名）

31百万円
（12百万円）

4名
（2名）

13百万円
（5百万円）

4名
（2名）

44百万円
（17百万円）

合 計
（内社外役員）

16名
（4名）

189百万円
（32百万円）

15名
（4名）

76百万円
（13百万円）

16名
（4名）

266百万円
（46百万円）

４．取締役および監査役の報酬等
⑴　当事業年度における取締役および監査役の報酬等の額

（注）1.　当社の報酬には、業績連動報酬等および非金銭報酬等は含まれておりません。
2.　上記の取締役の人数には、2024年６月27日開催の第107回定時株主総会終結の時をもって退任した

取締役１名を含んでおります。
3.　上記の賞与支給額は、2025年６月27日開催の第108回定時株主総会において付議し、原案どおり　

承認可決されることを条件として支払う予定額であります。
4.　上記の取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与等は含まれておりません。
5.　当事業年度における取締役の報酬等については、2024年６月27日開催の取締役会にて代表取締役　

社長である原　昌一郎氏に個人別の報酬額の具体的内容の決定を委任する旨の決議をしております。
その権限の内容は、地位・担当業務等によって定めた初任基準額に、会社業績、会社経営への貢献度
および在任年数等をベースに定めた基準に基づき査定し、各取締役の定額報酬の額を決定しており
ます。また、賞与については、月額報酬の一定の月率を基準額とし、会社業績に応じてその率を加減
算して決定しております。
これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の管掌業務等に対する評価を
行うには、代表取締役であり、かつ長年にわたり当社および当社グループ会社の経営に携わり、様々
な分野において蓄積した豊富な経験と実績を有する代表取締役社長である原　昌一郎氏が最も適任で
あると判断したからであります。
内容の決定にあたっては、取締役会において決定した「取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方
針」に則り、権限の行使をより適切なものとすべく、事前に他の取締役との協議を経ることで、内容
の適正性を確認しており、取締役会としては、本方針に沿うものであると判断しております。
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会社役員に関する事項

⑵　取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　当社の取締役および監査役に毎月支給する定額報酬の額は、2007年６月28日開催の
第90回定時株主総会において、取締役の報酬額を年額18,000万円以内（取締役の員数：10名
（現在の取締役の員数：11名）、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない。）、
監査役の報酬額を年額4,000万円以内（監査役の員数：４名（現在の監査役の員数：４名））
と決議しております。

⑶　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社の取締役の報酬等は、基本報酬として、毎月支給する定額報酬および株主総会の決議に
基づいて支給する賞与により構成しております。
　定額報酬については、月例の固定報酬とし、定時株主総会において決議した報酬総額の範囲
内にて、地位・担当業務、在任年数に加え、他社水準、会社業績、従業員給与の水準、会社
経営への貢献度等を総合的に勘案して決定します。
　賞与については、当該事業年度の会社業績および会社経営への貢献度等を総合的に勘案して
決定し、株主総会の決議に基づき、年１回支給します。
　個人別の報酬等の額の決定については、取締役会決議に基づき、代表取締役会長または代表
取締役社長がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、地位・担当
業務等によって定めた初任基準額に、会社業績、会社経営への貢献度および在任年数等をベー
スに定めた基準に基づき、各取締役の定額報酬の額を決定します。
　賞与については、月額報酬の一定の月率を基準額とし、会社業績に応じてその率を加減算し
て決定します。
　これらの決定にあたっては、権限の行使をより適切なものとすべく、事前に他の代表取締役
または他の取締役との協議を経ることで内容の適正性を確認します。

　なお上記方針は、2024年６月27日開催の取締役会にてその内容を決議しております。
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会社役員に関する事項

取締役会への出席状況、発言状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

 社外取締役　草　刈　隆　郎

当事業年度に開催された取締役会12回中11回に出席いたしました。
同氏は、企業経営および国内外の物流事業分野における豊富な経験と実績を
生かし、予算・中期経営計画の進捗管理や、会社の将来的な事業展開に関す
る課題等に対し、独立した客観的な視点から質問や意見を述べており、意思
決定の妥当性・適正性を確保するための重要な役割を果たしております。
また、取締役会以外の場においても、社外役員意見交換会を実施し、会社の
課題等に対する認識の共有、意見交換や、会社への提言を行っております。

 社外取締役　坂之上　洋　子

当事業年度に開催された取締役会12回中10回に出席いたしました。
同氏は、国内外における活動で培われた幅広い見識、豊富な経験と実績を
生かし、予算・中期経営計画の進捗管理や事業運営に関する課題等に対し、
独立した客観的な視点から質問や意見を述べており、意思決定の妥当性・適
正性を確保するための重要な役割を果たしております。
また、取締役会以外の場においても、社外役員意見交換会を実施し、会社の
課題等に対する認識の共有、意見交換や、会社への提言を行っております。

５．社外役員に関する事項
⑴　重要な兼職先と当社との関係

・社外取締役 坂之上洋子氏は、合同会社ＤＭＭ.comの最高コーポレート責任者兼最高人事　
責任者および一般社団法人42Tokyoの理事長に就任しておりますが、当社と各社との間には
契約関係その他特別な関係はありません。

・社外監査役 佐野　裕氏は、個人の公認会計士事務所を開設しておりますが、当社と同事務所
との間には契約関係その他特別な関係はありません。

・社外監査役 齊藤貴一氏は、卓照綜合法律事務所所属の弁護士であり、当社は同事務所と顧問
契約を締結しております。その取引額は、当社連結売上高の0.01％未満であり、また同事務
所の年間収入額の１％未満といずれも僅少のため、同氏の独立性に影響を与えるものでは
ないと判断しております。

⑵　当事業年度における主な活動状況
・社外取締役
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会社役員に関する事項

取締役会・監査役会への出席状況、発言状況

 社外監査役　佐　野　　　裕

当事業年度に開催された取締役会12回の全てに、また、監査役会14回の全
てに出席いたしました。
同氏は、公認会計士としての企業会計や監査に関する専門的な知識、豊富な
経験と実績を生かし、取締役会においては、独立した客観的な視点から質問
や意見を述べております。また、監査役会においては、社外監査役としての
監査報告のほか、他の監査役が行った監査について独立した立場から質問や
意見を述べております。
さらに、取締役会以外の場においても、社外役員意見交換会を実施し、会社
の課題等に対する認識の共有、意見交換や、会社への提言を行っており　　
ます。

 社外監査役　齊　藤　貴　一

当事業年度に開催された取締役会12回の全てに、また、監査役会14回の全
てに出席いたしました。
同氏は、弁護士としての企業法務に関する専門的な知識、豊富な経験と実績
を生かし、取締役会においては、独立した客観的な視点から質問や意見を
述べております。また、監査役会においては、社外監査役としての監査報告
のほか、他の監査役が行った監査について独立した立場から質問や意見を
述べております。
さらに、取締役会以外の場においても、社外役員意見交換会を実施し、会社
の課題等に対する認識の共有、意見交換や、会社への提言を行っており　　
ます。

・社外監査役
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会計監査人の状況

区　分 内　　　容 金額（百万円）

（1） 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 45

（2） 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 45

Ⅴ．会計監査人の状況
１．会計監査人の名称 有限責任 あずさ監査法人

２．責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

３．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報
酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記（1）の金額はこれらの合計額
を記載しております。

４．会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
　監査役会は、日本監査役協会が公表している「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま
え、会計監査人の監査計画の内容、監査の実施状況および報酬見積りの算出根拠等を確認・検討
した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

５．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人に職務上の義務違反、非行等が発生した場合、当該会計監査人の解任
または不再任に関する議案を株主総会へ提案することといたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れた場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

※本文中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 12,111 流 動 負 債 7,620
現 金 及 び 預 金 5,621 支払手形及び買掛金 1,810
受取手形、売掛金及び契約資産 3,912 短 期 借 入 金 316
有 価 証 券 1,800 リ ー ス 債 務 2,276
リ ー ス 投 資 資 産 292 未 払 金 832
棚 卸 資 産 125 未 払 法 人 税 等 327
そ の 他 359 賞 与 引 当 金 969

固 定 資 産 31,167 役 員 賞 与 引 当 金 104
有 形 固 定 資 産 21,498 そ の 他 983
建 物 及 び 構 築 物 2,667 固 定 負 債 9,711
機械装置及び運搬具 2,254 リ ー ス 債 務 6,141
コ ン テ ナ 2,189 繰 延 税 金 負 債 885
土 地 5,920 修 繕 引 当 金 463
リ ー ス 資 産 8,363 退職給付に係る負債 1,531
建 設 仮 勘 定 62 そ の 他 689
そ の 他 39 負 債 合 計 17,331

無 形 固 定 資 産 399 純 資 産 の 部
ソ フ ト ウ エ ア 364 株 主 資 本 23,297
そ の 他 34 資 本 金 1,661

投 資 そ の 他 の 資 産 9,270 資 本 剰 余 金 290
投 資 有 価 証 券 7,309 利 益 剰 余 金 21,384
繰 延 税 金 資 産 703 自 己 株 式 △ 38
退職給付に係る資産 72 その他の包括利益累計額 2,649
そ の 他 1,184 その他有価証券評価差額金 2,559

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 0
退職給付に係る調整累計額 90

純 資 産 合 計 25,947
資 産 合 計 43,279 負 債 及 び 純 資 産 合 計 43,279

連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）
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連結損益計算書

（ 自　2024年 4 月 1 日
至　2025年 3 月31日 ）

（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 37,090
売 上 原 価 32,912

売 上 総 利 益 4,178
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,623

営 業 利 益 1,554
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2
受 取 配 当 金 202
固 定 資 産 売 却 益 30
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 44
そ の 他 108 387

営 業 外 費 用
支 払 利 息 113
固 定 資 産 除 売 却 損 33
そ の 他 38 184
経 常 利 益 1,757

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 201 201

特 別 損 失
事 務 所 移 転 損 失 41
減 損 損 失 28
土 壌 汚 染 復 旧 損 失 27 97

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,861
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 658
法 人 税 等 調 整 額 △ 60 598
当 期 純 利 益 1,262
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 ―
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,262

連 結 損 益 計 算 書
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貸借対照表

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 11,276 流 動 負 債 7,438

現 金 及 び 預 金 5,614 営 業 未 払 金 2,709
営業未収入金及び契約資産 3,246 短 期 借 入 金 3,024
リ ー ス 投 資 資 産 292 リ ー ス 債 務 589
有 価 証 券 1,800 未 払 金 380
商 品 1 未 払 法 人 税 等 262
貯 蔵 品 71 未 払 消 費 税 等 102
前 払 費 用 53 未 払 費 用 53
そ の 他 198 預 り 金 42

固 定 資 産 17,869 為 替 予 約 0
有 形 固 定 資 産 9,448 賞 与 引 当 金 199
建 物 1,637 役 員 賞 与 引 当 金 76
構 築 物 339 固 定 負 債 2,736
機 械 装 置 303 リ ー ス 債 務 1,418
車 両 826 長 期 未 払 金 125
コ ン テ ナ 2,164 長 期 預 り 保 証 金 67
工 具 器 具 備 品 13 繰 延 税 金 負 債 485
土 地 2,123 退 職 給 付 引 当 金 293
リ ー ス 資 産 1,984 修 繕 引 当 金 346
建 設 仮 勘 定 56 負 債 合 計 10,175

無 形 固 定 資 産 397 純 資 産 の 部
ソ フ ト ウ エ ア 362 株 主 資 本 16,969
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 34 資 本 金 1,661

投 資 そ の 他 の 資 産 8,023 資 本 剰 余 金 290
投 資 有 価 証 券 1,558 資 本 準 備 金 290
関 係 会 社 株 式 4,566 利 益 剰 余 金 15,051
長 期 貸 付 金 1,305 利 益 準 備 金 415
前 払 費 用 10 そ の 他 利 益 剰 余 金 14,635
差 入 保 証 金 272 配 当 引 当 積 立 金 100
そ の 他 310 自 家 保 険 積 立 金 500

固定資産圧縮積立金 280
別 途 積 立 金 280
繰 越 利 益 剰 余 金 13,475

自 己 株 式 △ 33
評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,000

その他有価証券評価差額金 2,000
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 0

純 資 産 合 計 18,970
資 産 合 計 29,146 負 債 及 び 純 資 産 合 計 29,146

貸　借　対　照　表
（2025年３月31日現在）
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損益計算書

（ 自　2024年 4 月 1 日
至　2025年 3 月31日 ）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 31,106
売 上 原 価 28,576

売 上 総 利 益 2,530

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,698

営 業 利 益 831

営 業 外 収 益

受 取 利 息 20

受 取 配 当 金 215

固 定 資 産 賃 貸 料 181

そ の 他 143 561

営 業 外 費 用

支 払 利 息 43

そ の 他 122 166

経 常 利 益 1,226

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 201 201

特 別 損 失

減 損 損 失 28 28

税 引 前 当 期 純 利 益 1,399

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 462

法 人 税 等 調 整 額 △ 22 440

当 期 純 利 益 958

損　益　計　算　書
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 岩　出　博　男
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 水　野　勝　成

2025年５月９日
日本石油輸送株式会社

取 締 役 会　御中
有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本石油輸送株式会社の2024年４月１日から2025年
３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、日本石油輸送株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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連結会計監査報告

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連
結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切で
ない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査
報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。
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連結会計監査報告

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、
監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその
内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 岩　出　博　男
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 水　野　勝　成

2025年５月９日
日本石油輸送株式会社

取 締 役 会　御中
有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本石油輸送株式会社の2024年４月１日から
2025年３月31日までの第108期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上
の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

－ 48 －
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個別会計監査報告

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算
書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場
合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

－ 49 －
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個別会計監査報告

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその
内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第108期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報

告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締
役および使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において
業務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役および使用
人等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②内部統制システムに関する取締役会決議の内容並びにその構築および運用の状況について、取締役
および使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、財務報告に係る内部統制
については、取締役等および有限責任あずさ監査法人から当該内部統制の評価および監査の状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告書謄本
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監査役会の監査報告

常勤監査役 高　野　　　潤 ㊞
監 査 役 辻󠄀　　　幸　則 ㊞
社外監査役 佐　野　　　裕 ㊞
社外監査役 齊　藤　貴　一 ㊞

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

2025年５月９日

日本石油輸送株式会社　監査役会

　
以　上

－ 52 －



2025/05/27 16:22:57 / 24180253_日本石油輸送株式会社_招集通知_電子提供措置用

地図

会　場 東京都品川区大崎一丁目11番１号
ゲートシティ大崎ウエストタワー16階
（電話番号　03 - 5496 - 7671）

最寄駅 大崎駅 (ＪＲ山手線・埼京線・湘南新宿ライン
東京臨海高速鉄道りんかい線 )

(株主様用の駐車場はご用意しておりませんので、上記公共
交通機関をご利用くださいますようお願いいたします。 )

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

第108回 定時株主総会 会場ご案内図

南改札口より連絡橋を渡り徒歩２分
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